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農協における他組織との効果的な連携と展開
─農協と大学・鉄道会社との連携事例を通じて─

〔要　　　旨〕

農協による地域活性化・貢献活動に対する取組みは、少子高齢化などの進行に伴い一層重
要になっていくと考えられる。一方で、農協が単独で取り組むには人的、経営的に限界があ
り、今後は同じように地域に根ざした他組織と連携・協力することが効率的・効果的である。
本稿では農協と大学・鉄道会社との連携事例を紹介する。
農協と大学との連携内容としては、①地元農産物を用いたレシピ開発、②大学の知識・技

術の地元農業生産への還元、③農業体験ツアー等のイベント企画・実施、がある。
鉄道会社と農協および他組織との「農」に関連した連携内容としては、①農業体験、②貸

農園・体験農園、③駅での農産物の直売、④車内での農産物・加工品の販売、⑤車内での地
元食材を使用した食事の提供、がある。
連携にあたっては、基本的なパターンを認識し適応することによって、目的にかなう連携

が可能と考えられる。ここではドラッカー財団の分類を参考に、チャリティ（寄付）型、ト
ランザクション（取引）型、インテグレーション（共通目的）型の 3つを提示する。そのなかで、
地域活性化・貢献活動にあたっては、地域密着型組織とインテグレーション型の連携を進め
ていくことが重要といえる。インテグレーション型の連携にあたっては、①組織内の理解、
②連携先の選定、③共通目的の設定、④連携内容の検討、⑤連携内容の実施という手順が必
要と考える。
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には「農協と鉄道会社の連携の可能性に関

する調査」を実施した。本稿ではその調査

結果に基づき、農協と大学との連携、鉄道

会社と農協および他組織との「農」に関連

した連携の現状と課題を紹介し、農協と他

組織との連携パターン、他組織との連携に

あたってのプロセスを提示する。農協が他

組織と効果的な連携と展開を図るにあたっ

ての参考に資することを目的とする。
（注 1） 「関係人口」とは、移住した「定住人口」で
もなく、観光に来た「交流人口」でもない、地
域や地域の人々と多様に関わる者（総務省『関
係人口』ポータルサイトより）。

1　農協と大学との連携の
　　現状と課題　　　　　

06年に改正された教育基本法には、「大学

は、学術の中心として、高い教養と専門的

能力を培うとともに、深く真理を探究して

新たな知見を創造し、これらの成果を広く

社会に提供することにより、社会の発展に

寄与するものとする」と記されており、社

会・地域への貢献が大学の使命であること

が明文化されている。大学（短期大学を含

む）は、地（知）の拠点として地域貢献や活

性化への積極的な取組みが求められており、

これによって大学が地域等に支えられる機

関として確立していくと考えられている。

（1）　現状

農協と連携している６大学をヒアリング

したところ、連携内容は、①地元農産物を

用いたレシピ開発（３校）、②大学の知識・

はじめに

一定の地域内で活動する農協は地域と一

体となった存在であり、地域内の人口減少

や経済の衰退は農協の組織・事業基盤の弱

体化につながる。同様のことは、地域に根

ざした組織である商工会議所や商工会、商

店街、鉄道会社、学校、地元スポーツチー

ム・団体等にも該当する。そこで、各組織

は地域価値を長期的に高める地域活性化に

関連する取組みを行うことによって、既存

住民の転出抑制や新住民の転入促進、交

流・関係人口
（注1）
の増加を促し、事業・活動基

盤の維持・発展を図ろうとしている。

農協は、営農指導をはじめ新規就農者・

担い手の育成・支援や農地の流動化・利用

集積、６次産業化等、幅広く地域農業振興

に関わる取組みを、単独もしくは地方公共

団体等の他組織と連携しながら積極的に実

施している。また、農協は地域貢献活動と

して支店を拠点とした１支店１協同活動や

食農教育、高齢者等に対する助けあい活動

などに、青年部・女性部等の組合員組織か

らの協力を得ながら取り組んでいる。この

ような取組みは地域活性化に有益であり、

地域における農協の重要性は一層高まると

考えられる。しかし、農協が単独で取り組

むには人的、経営的に限界があり、同じよ

うに地域に根ざした他組織と連携・協力す

ることが効率的・効果的である。

そこで、2015年度に「地域振興における

大学と農協との連携に関する調査」、17年度
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連携の副次的な効果として多かったのは、

学生が地元の農産物や農協に対する理解を

深めていることである。具体的な事象とし

ては、学生の農協直売所でのアルバイトや

農協への就職、大学の文化祭での地元野菜

の販売等がある。

大学の連携のメリットとしては、地元農

産物への理解や農協事業・活動への関与、

習得した知識の実践等、学生への効果的な

教育の実現を挙げている。学生とその父兄

の食育、地産地消への理解の向上を指摘す

る大学も多い。少数ではあるが、大学は

「中立性」があるために、地域貢献活動をす

るうえで地域の選定が課題となるが、農協

を通じることによって選定問題を回避でき

る点をメリットとして挙げている。

農協と大学との連携のきっかけとしては、

大学教員と農協職員との属人的・個別的な

つながりから生じたものが多いが、近年は

大学の連携の専門窓口（地域連携課など）を

通じた農協との連携も増えている。農協と

大学が産学連携協定を締結して、地域課題

に取り組んでいるケースもある。

（2）　課題

農協と大学との連携にあたっての課題と

して、農協の連携窓口・体制の未整備があ

る。大学が農協との連携を考えても連絡先

が不明であり、連絡できずに連携が実現し

なかったこともある。農協内に連携の専門

部署を設けることは容易ではないかもしれ

ないが、対外的に窓口を明確にする必要性

はあると考えられる。また、連携にあたっ

技術の地元農業生産への還元（２校）、③農

業体験ツアー等のイベント企画・実施（１

校）の３つに大別でき、いずれも食・農に

関連する分野を中心とする連携である。大

学の関わり方としては、教員と学生が一緒

に関わっているケースが多く、学生は授業

の一環、課外活動、ボランティアといった

様々な形で関わっている。

①レシピ開発は、地元農産物をPRするた

めの料理や弁当、もしくは農協の配食サー

ビスやデイサービスの利用者向けの地元農

産物を活用した料理などである。レシピは

農協直売所で配布されたりしており、農産

物の販売促進に貢献している。

②大学の知識・技術の地元農業生産への

還元は、生産が激減した品種の復活・普及

や新たな農業技術の開発・普及（土壌分析・

追肥設計による有機栽培等）である。大学の

知識・技術は農協を通じて希望する生産者

に普及が図られている。希少品種の普及の

事例では、それによって生産面積が拡大し、

農家の農業所得の向上を実現している。加

えて、加工品開発も進み、今後は地域の新た

な特産品にしていくことも検討されている。

③農業体験ツアー等のイベント企画・実

施に取り組んでいたのは１校であったが、

これは実際の企画・運営は大学生が担い、

農協は学生との事前の企画案づくり、対象

となる農場等の選定・交渉、ホームページ

等を通じた募集、当日のサポート等の支援

を行うものである。イベントを通じて、大

学生をはじめ地域住民に農業・農協への理

解促進が図られている。
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「農」に関連した取組みを行っている鉄

道会社７社をヒアリングしたところ、取組

みとしては、①農業体験（２社）、②貸農

園・体験農園（２社）、③駅での農産物の直

売（３社）、④車内での農産物・加工品の販

売（２社）、⑤車内での地元食材を使用した

食事の提供（２社）がある。鉄道会社の連

携先は、農協や農協女性部、農家女性グル

ープ、農協以外の他組織と様々である。

（1）　現状

ａ　農業体験

農業体験は、参加者が鉄道を利用してほ

場に行き、野菜の収穫等を体験するもので

ある。鉄道会社が農協と連携している事例

では、駅からの移動途中に農協の直売所等

の見学を含んでいるものもあり、参加者に

農協のことを知ってもらうよい機会となっ

ている。鉄道を使っての農業体験に対する

鉄道会社のニーズは高く、参加者にも人気

がありリピーターも多い。鉄道会社のなか

には、農協と連携できるのであれば、農業

を組み合わせたツアーの企画・開催をした

いと考えており、それによって地元農産物

のPRや地域活性化につながることを期待

している。農業体験を提供している農協の

目的は、地域の人々に「農」への関心をも

ってもらうことと地産地消の促進である。

鉄道会社と連携する農協のメリットは、募

集にあたっての車内づりやチラシ（駅舎等

への備置）等の多様なツールの活用があり、

これによって農協が単独で告知するよりも

多様な層にアプローチできることである。

ての費用負担も課題である（レシピ開発時の

食材や調味料の調達費など）。さらに、連携

が大学教員と農協職員による個人的な関係

からスタートしているものが多いため、教

員の転職や職員の異動によって連携が途絶

える可能性が不安視されている。その対策

として農協と大学が連携協定を結ぶのもひ

とつの方法である。

農協に対する大学からの要望としては、

「地域農業や農産物に関するレクチャーを

して欲しい」「農協が学生をどのように活用

したいのかを理解したいし、学生にミッシ

ョンを与えて欲しい（農協が何を大学に望ん

でいるのかが明確ではない）」などが挙げら

れている。これは農協と大学との関係性が

十分でないために聞かれる要望であり、話

合い等を通じて解消されていくものと考え

られる。

2　鉄道会社と農協および他組織
　　との「農」に関連した連携の
　　現状と課題　　　　　　　　

鉄道会社（鉄道事業者）は、地域住民の利

用頻度の向上や観光客獲得のために、様々

な取組みを行っており、そのなかには地域

組織・団体との連携を通じた観光振興や駅

弁等の特産品の開発、情報発信等がある。

農協や農家が鉄道会社と連携しているケー

スもあり、今後は鉄道会社と連携した農産

物の販売をはじめとした地域活性化は、農

協にとっても必要な取組みのひとつと考え

られる。
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ｃ　駅での農産物の直売、車内販売、車内

での食事の提供

駅での農産物の直売は３社が実施してい

るが、運営の仕方は各社各様である。２社

は駅のスペースを生産者に貸し出す形態で

あり、１社は鉄道会社自らが出荷する農家

を集め、彼らから農産物を買い取って駅の

スペースで販売している。駅で直売をする

目的は、「鉄道ご利用のお客様へのサービス

の向上（駅のにぎわいの創出）、沿線住宅に

住んでいただくための付加価値向上（生産

地に行かなくても最寄り駅で地元野菜が購入

できる）、地産地消の促進による沿線地域の

活性化」である。鉄道会社のなかには駅前

で農業者によるマルシェ等を実施したいと

いうところもある。

車内販売は２社で実施しており、１社は

農家女性グループによる地元農産物・加工

品の販売であり、ほかに駅舎でのイベント等

でも直売を行っている。女性グループのメ

ンバーは活動にやりがい・生きがいを感じ

ており、農産物の生産・加工にも積極的に

取り組んでいる。もう１社は地元の菓子店

や総菜業者等が列車に乗って新商品を販売

する形態であり、地元商工業者にテストマ

ーケティングができる機会を提供している。

車内での食事の提供は２社で実施してい

る。内容は、沿線の農家女性が旬の料理を

いくつかの駅から一品ずつ積み込んで、乗

客にフルコースを提供するというもので、

イベント列車として位置づけられている。

このイベント列車は、農家女性とのふれあ

いも魅力となって、多くの参加者を集めて

それによって、地域に広くPRされ、今まで

接点のなかった外部の人々との交流機会も

創出されるので、農家や農協職員のモチベ

ーションの向上にもつながっている。

ｂ　貸農園・体験農園

貸農園・体験農園（以下「体験農園」とい

う）を提供している鉄道会社は２社あった

が、両社とも農園の運営にあたっては農協

以外の他組織を活用している。１社は、当

初全３回（座学、植付け、収穫）の農業体験

を開催し、その経験を生かして、１年間で

全12回開催する農業体験や農園利用方式に

よる体験農園等を展開している。もう１社

は、鉄道のトンネルの上の土地活用として

体験農園を提供している。

鉄道会社のなかには沿線農家と連携して

体験農園を提供したいというところもあり、

体験農園に対する鉄道会社のニーズは高い。

しかし、地域の鉄道会社であっても体験農

園を単独で展開することは、農地や周辺農

家との調整等で容易ではない。農協は鉄道

会社を農業参入の１事業者として捉え、体

験農園の展開を支援することによって、地

域の農業振興を図るというのも一手である。

体験農園等によって就農・定住につながる

ことを期待している鉄道会社もある。別の

視点として、鉄道会社には、トンネルの上や

高架下等の遊休地の活用が課題となること

があり、この遊休地は草刈り等の土地管理

コストがかかり、景観が悪くなるなどの問

題がある。農協は当地を活用して、体験農

園や直売所等を展開することも考えられる。
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即効性のあるものではなく、少しずつ効果

が発現するものと考えられるので、根気強

く継続的に取り組むことが求められ、それ

を経営者や組合員が理解・容認する必要が

ある。

3　農協と他組織との
　　連携パターン　　

大学や鉄道会社を含めた他組織と連携し

た農協の取組みを調査してきたが、連携に

対する取組み方・方針は様々であり、それ

によって連携内容や効果、継続性、その後

の展開等に違いがあった。連携の基本的な

パターンを認識し適応することによって、

目的にかなう連携が可能と考えられる。ド

ラッカー財団（P.F.Drucker Foundation）に

よるNPOと企業とのパートナーシップの３

類型（チャリティ型、トランザクション型、イ

ンテグレーション型）が参考になるので、以

下では農協と他組織との関係に基づいて３

類型を紹介する
（注2）
（第１図）。

いる。テレビや雑誌にも取り上げられ人気

は継続しており、鉄道だけでなく地域のPR

にもつながっている。

（2）　課題

農協と鉄道会社の連携にあたっての一番

の課題は接点がないことである。鉄道会社

と農協が連携していた事例のきっかけのひ

とつには、農協の講演会で鉄道会社の社員

が講師を務めたことがあった。農協も鉄道

会社も「相手が何ができるのか。何をもっ

ているのか」がわからない状態であり、ま

ずは他組織に対する情報開示・共有と接点

づくりが必要である。

ほかの課題としては、連携による効果の

測定が難しいことがある。地元農産物や農

協を知ってもらうために取り組んでいる農

業体験などは短期的に効果が出るものでは

ないが、マスコミ等に取り上げられる機会

も多いことを加味すれば、広告宣伝費とし

て位置づけることも可能であろう。地域価

値を長期的に高める地域活性化の取組みは、

第1図　3つの連携パターン

資料　筆者作成

①チャリティ（寄付）型

他組織農協 農協 他組織

②トランザクション（取引）型

農協

地域活性化・貢献

他組織

③インテグレーション（共通目的）型

※一方の組織だけが資源を提供する連携

※地域活性化・貢献に関する共通目的実現のための連携

※双方の組織が自組織のメリットを得るために連携
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（注 2） 岸田・高浦編（2003）。

（1）　チャリティ（寄付）型の連携

チャリティ型とは、一方の組織がもう一

方の組織に主に資金（寄付）による支援を

行う連携である。この型で農協に多いのは、

他組織への食材の提供であろう。農協とし

ては他組織からの理解を得ることやファン

づくり、地域貢献を目的としてチャリティ

型の連携を実施しているところもあるが、

他組織の活動自体に対して農協が関わるこ

とは基本的にない。これに対して、Ａ農協

では食材の提供にあたって、その食材を活

用する他組織のイベントで地域農業・農協

のパネルの展示やシアターの上映、農協職

員による講演等を提案し、受け入れられた

ところに協力するという姿勢をとっている

（チャリティ型からトランザクション型に移

行）。災害復興等の特別なケースは別である

が、チャリティ型の連携にあたっては、上

述のように農協の目的にかなう取組みを交

換条件として提示して、トランザクション

型の連携への移行を検討することも重要で

あろう。

チャリティ型の連携の課題には連携先の

選定がある。連携先が信頼できる組織・団

体であることが必須である。それに加えて、

そのような対象すべてと連携することはで

きないので、一定の条件を設定することが

必要である。しかし、それが困難なため、

NPO法人やボランティア団体等との連携に

消極的な農協もある。

チャリティ型で、連携先の選定や地域課

題の解決支援、ファンづくりを効果的に実

践している企業の例としては、イオン株式

会社が環境・社会貢献活動の一環として取

り組んでいる「イオン 幸せの黄色いレシー

トキャンペーン」がある。これは毎月11日

に事前登録している地域ボランティア団体

等の名前と活動内容を書いた投かんBOXが

イオンの各店舗に設置され、イオンでの購

買者はレシートを応援したい団体の投かん

BOXに入れると、購入金額の１％分が地域

ボランティア団体等の希望する品物として

イオンから寄贈されるという取組みである。

助成を受けるボランティア団体等は、事前

にイオンによって活動分野が、①福祉の増

進を図る活動、②環境保全・環境学習の推

進を図る活動、③街づくりの推進を図る活

動、④文化・芸術の振興を図る活動、⑤子

どもの健康と安全の増進を図る活動、に限

定されており、そのほかにも条件が付され

ている。これによって支援する活動内容と

団体が明確になっている。ボランティア団

体等のなかにはホームページなどで、イオ

ンから協力を得ていることや、イオンで商

品を購入してレシートを投かんBOXに入れ

ることを呼び掛けているところもあり、地

域へのPRや販売促進にもつながる取組み

となっている。

（2）　トランザクション（取引）型の連携

トランザクション型とは、農協と他組織

がそれぞれに連携の目的をもち、結果とし

て両者にメリットがある連携である。Ｂ農

協とＣ大学の連携事例では、農協の配食サ

農林中金総合研究所 
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（3）　インテグレーション（共通目的）型

の連携

インテグレーション型とは、農協と他組

織が連携において共通の目的をもち、かつ

それが地域社会に対して一定の役割を果た

している形態である。農協と大学との連携

における大学の知識・技術の地元農業生産

への還元や農業体験ツアー等のイベントの

取組みは、地域農業維持・振興や地域活性

化を共通目的とするものであり、それに対

して農協および大学が保有しているリソー

スを提供している。これによって農協はフ

ァンづくりやPR、大学は学生への教育や大

学のPRというメリットを享受している（第

２図）。

レシピ開発の事例では、地域農業振興や

地産地消の推進等を共通の目的として、そ

こから農協と大学との話合いのなかでレシ

ピ開発に取り組んだケースと、農協から大

学に依頼しているケースがあった。前者は

インテグレーション型の連携で、レシピ開

発のほかにレシピをもとに作った料理を直

売所で大学生が提供したり、学園祭や農協

主催の祭り等で大学生が地元野菜を活用し

た料理を提供したりと、活動内容が発展し、

長期的な関係を築いている。農協も大学も

ービスにおけるレシピ開発を行っている。

Ｂ農協は大学の技術・アイデア力を活用し

て新しいレシピを増やすことができ、Ｃ大

学は学生への効果的な教育（地元農産物へ

の理解や習得した知識の実践等）や地域への

大学のPR等を実現している。両者はメリッ

トを享受しているが、両者の目的は共通で

はない。

Ｄ農協では、管内（一部管外）の飲食店や

小売店、ホテル、劇場などに、優待割引や

その他サービス等を農協の女性会（＝女性

部）会員に提供することを依頼し、現在400

施設・店舗以上の協力を得ている。農協は

協力店を掲載した冊子を女性会会員に配布

しており、農協のホームページでも告知し

ている。協力店は無料で女性会会員に広告

ができ、売上げの向上というメリットがあ

る。農協は女性会への加入促進および各協

力店が店頭・レジそばに女性会のロゴマー

クシールの貼付、もしくはカード立てを置

いているので、農協のPRができるというメ

リットがあり、これもトランザクション型

の連携である。

駅で農産物を直売している事例でも、生

産者は駅の活用（販路の確保）、鉄道会社は

テナント収入を目的としているトランザク

ション型の連携もある。トランザクション

型の連携領域としては販売、技術、人材、

生産、IT面などが考えられ、この連携にあ

たってはバリューチェーン分析やSWOT分

析等を通じて、自組織の強み・弱みを分析

し、それを相互で強化・補完する連携先を

選定することがひとつの方法である。

第2図　インテグレーション型の連携例

資料　筆者作成

農協

地域農業維持・振興
地域活性化

大学
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りしている。このような取組みは観光客の

誘致や住民の乗車率の向上に貢献し、地域

経済にもプラスの波及効果を及ぼしている。

３つの連携パターンを提示したが、チャ

リティ型はＡ農協のように交換条件を提示

することによってトランザクション型に、

トランザクション型は両者が納得できる地

域に対する共通目的を設定することによっ

てインテグレーション型に、移行・進化さ

せることができる。

4　インテグレーション型の　
　　連携にあたってのプロセス

インテグレーション型の連携は、常に地

域活性化・貢献に関する共通目的を実現す

るために、両者が知恵を出し合い、新たな

取組みを創出するという利点がある。また、

共通目的に共感した地域の他組織が協力・

連携するという可能性もある。地域活性化・

貢献にあたって、農協は地域密着型組織と

インテグレーション型の連携を進めていく

ことが効率的・効果的であり、以下ではそ

のプロセスを提示する（第３図）。

（1）　組織内の理解と連携先の選定

インテグレーション型の連携の第１歩は、

連携に対する組織内の理解・合意を得るこ

両者が地域農業振興という共通目的のもと、

一体感をもって取り組んでおり、関わって

いる人々のモチベーションが高いこともイ

ンテグレーション型の連携の特徴といえる。

後者はトランザクション型の連携で、レシ

ピ開発が終わると両者の関係は終了してい

る。トランザクション型の連携をしていた

Ｅ大学の教員は、直売所での野菜の販売方

法の改善案や、大学が地元の子どもたち向

けに開催しているクッキング教室での地元

野菜の紹介・提供等のアイデアをもってい

たが、レシピ開発の依頼に縛られて、さら

なる連携には発展できなかったという。こ

のように、大学の教員のなかには、農協と

の連携にあたって地域農業振興や地産地消

の推進等を目的として取り組んでいたが、

それを農協との共通目的として明確化しな

かったために、農協との間に期待や意識の

ずれが生じるケースもあった。

鉄道会社の連携事例でも、Ｆ鉄道会社は

沿線・地域の活性化を共通目的として、農

家女性グループや沿線団体等とインテグレ

ーション型の連携をして、共通目的にかな

う様々な取組みを実施している。農家女性

グループは「鉄道を元気に 地域を元気に 

自分を元気に」を合言葉にして、鉄道会社

の協力を受けながら、駅舎や車内で物販を

行ったり、鉄道会社のイベントに協力した

第3図　連携にあたってのプロセス

資料　筆者作成

組織内の理解 連携先の選定 共通目的
の設定

連携内容の
検討と実施 事業化
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（2）　共通目的の設定

連携するにあたって、相互で連携が必要

な現状を認識し、ありたい地域の姿を共有

する必要がある（第４図）。地域密着型組織

が連携することによって、地域価値の向上・

地域活性化を促し市場規模・事業環境を維

持・発展することを共通認識として、その

ために何を連携して目指すのかという共通

目的を明確にすることが求められる。農協

が関与するときは、地域農産物の活用や地

産地消の促進等の「一次産業から地域を元

気にする」というような共通目的をベース

にした他組織との連携が多い。ほかには、

くらしやすい地域社会の実現、交流・関係

人口の増加、起業の促進などを共通目的と

することが考えられる。共通目的を設定す

ることによって、それを実現するための連

携内容を具体的に考えていくことができ、

共通目的を機軸に内容を変化させていくこ

ともできる。

共通認識の段階では、組織間で現状の危

機意識を高め、連携の必要性を理解するこ

とが必要であるが、共通目的の設定にあた

っては、両組織が将来に対するワクワク感・

楽しさをもち、一体感をもって取り組める

とである。連携にあたっては、連携する必

要があるのかという意識のハードルや、対

応できる人がいないという経営資源のハー

ドル等が考えられるが、農協が単独で実施

している地域貢献活動等が負担になってい

たり、マンネリ化しているようであれば連

携を検討してみる価値はある。他組織と連

携することのメリットは、連携相手によっ

て異なるが、連携先の地域農業や農協への

理解促進や連携先のリソースの活用、メデ

ィアで取り上げられる頻度の上昇、新たな

人たちとの接点の増加、情報交換、農協職

員や組合員のモチベーション向上、事業・

活動の改善あるいは新規事業・活動のヒン

トの獲得等がある。

連携先は、大学や鉄道会社、病院、商店

街、地元商工業者等の地域密着型組織で、

長期的視点に立ち、地域貢献・公益性を重

視しているオープンな組織を選定すること

が重要である。自組織のメリットを優先さ

せる内向き志向の組織とは、連携にあたっ

て調整に時間がかかるので避けたほうが望

ましい。

第4図　市場規模・事業環境の現状と目標

資料　筆者作成
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３つを整理し組み合わせることによって、

連携内容を絞り込むことができる。調査し

た鉄道会社の連携内容としては、鉄道を活

用した農業体験や駅での農産物の直売など

があったが、ほかにも鉄道を活用した農業

体験ツアーや駅前での農業者によるマルシ

ェ等の共同イベントの開催、地元農産物を

活用した駅弁の開発・販売など様々な内容

が考えられる。

調査した連携事例は、農協収益の短期的

な増加に直接つながるものはなく、地域貢

献的な色合いが強かった。農協と鉄道会社

が連携して農業体験を実施していた事例で

は参加者から費用は徴収しているものの、

不足分は農協と鉄道会社が負担していた。

これによって参加者に農協等を理解しても

らうという点では意義はあるが、その後の

効果測定が難しいことを考えると、収支均

衡もしくは黒字になるような内容を検討す

ることは必要であろう。鉄道会社と農協以

外の他組織とが連携して実施していた体験

ものを組織間で話し合い、決定していくこ

とが大切である。

（3）　連携内容の検討

共通目的が設定されたら、それを具体的

に実現する内容を検討する段階になる。内

容の検討にあたっては、３Ｃ分析（Customer

［顧客・市場］、Collaborator［協力者］、Company

［自組織］）を行い、共通目的を実現できる

可能性のある“強み”の組合せを考えるの

も一手である（第５図）。例えば鉄道会社で

あれば、駅や売店、列車、乗車時間、多様

な広告媒体、系列店（スーパー等）、サポー

ター組織、鉄道ファン、高架下等の土地、

旅行代理店等とのつながりなどの“強み”

がある。農協は直売所や農業関連施設、組

合員、組合員組織、営農指導、地元農産物

の調達等の“強み”がある。顧客のニーズ

は「電車に乗ってどこかに行きたい」「電車

の中でおいしいものを食べたい」「地元の人

との会話を楽しみたい」などである。この

第5図　連携内容の検討にあたっての3Ｃ分析例

資料　筆者作成
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農園は、両者に収益をもたらしている。連

携内容の検討にあたっては、最初から地域

貢献活動として位置づけるのではなく、新

たな事業機会の創出という観点からも内容

を検討することが求められる。また、他組

織が「農」に関連した連携をしている際に

は、その取組みを参考にして連携内容を検

討することも考えられる。

（4）　連携内容の実施

実施にあたっては、小さな取組み・あま

りコストをかけずにできる取組みからスタ

ートすることもひとつの方法である。実施

すると何かしらの成功や気づきが得られ、

当初は想定しなかったことが生じたりする

ので、それを両者で話し合いながら改善・

修正することによって有意義な取組みに進

化させることができる。その実現にあたっ

ては、双方がコミュニケーションをとりな

がら、PDCAサイクルをまわすことが重要

である。

連携した取組みが地域に浸透してくると、

周りの企業も共通目的に共感して参加を希

望し、地域全体の取組みに発展していく可

能性もある。それにあたっては、共通目的

や取組内容、成果を常にオープン・公表し

ていくことが必要である。フラッグ（共通

目的）を掲げることによって、地域組織や

住民からの協力が得られたり、他の地域活

性化の取組みを誘発する可能性もある。そ

のような取組みによって地域全体のイメー

ジアップが図られ、地域ブランド・魅力が

確立し、地域価値の向上・活性化が実現し

ていくと考えられる。

地域全体での取組みにあたっては、地域

の主力組織等を構成員とする協議会等を設

立して、地域活性化に取り組んでいるケー

スもあり、これに農協も積極的に関与する

ことは必要である。一方で、協議会等の場

合は関与者が多く、各組織の利害が一致し

なかったり、共通目的の設定が難しいとい

う面があり、柔軟性・迅速性が損なわれた

り、各組織の主体性が希薄化するなどの課

題がある。農協としては、協議会等の活動

に関与しながら、独自で他組織と連携した

取組みも進めていくことが必要ではないか

と考える。

おわりに

地域密着型組織にとっては、自組織の維

持・発展と地域の活性化は表裏一体である。

地域の市場規模が縮小してきたからといっ

て地域から撤退できないなかでは自組織の

事業の伸張だけでなく、地域の活性化によ

って市場・事業規模を維持・拡大していく

取組みも求められる。市場規模が縮小して

いる地域で、自組織だけが成長・発展する

ことはあり得ないのである。

そこで地域活性化にあたって、農協は他

組織と連携することが必要であると考え、

農協と大学・鉄道会社との連携調査を実施

したが、多くの事例は他組織が農協に連携

の提案をして実現したものであった。他組

織からすると、農協は一般企業よりも公共

性が高いイメージがあり、農という“強み”

農林中金総合研究所 
https://www.nochuri.co.jp/



農林金融2018・11
14 - 644

があるので連携したい対象であると考えら

れる。鉄道会社は農協と連携して農業体験

ツアーやイベント等を実施したいという思

いはあるが、実際に農協と連携しているケ

ースは少なかった。地域密着型組織との連

携は地域貢献だけでなく、新たなビジネス

チャンスや組合員の販路拡大等につながる

可能性があり、農協はより積極的に対応し

取り組むべきものと考える。何も取り組ん

でいないところは、まずは農協内において

他組織との連携に対する理解の促進が必要

であり、外部組織からの相談に対応する窓

口を設置することが望ましいと考える。連

携を実現している農協は、インテグレーシ

ョン型の連携を目指し、それを発展させ地

域組織・住民を巻き込んでいく取組みにし

ていくという方向性がある。

農協は、組合員のために農業関連事業を

実施し、加えて組合員も含めた地域住民が

くらしやすい地域社会・地域コミュニティ

の活性化のために生活関連事業も行ってい

る。今後は地域価値の向上・経済の活性化

にあたって地域密着型組織・地域事業者と

共存共栄していくための地域活性化関連の

事業を、農協は積極的に展開していくこと

が求められ、それによって農協の各事業の

利用も促されていくであろう。そのために

は、農協が同じ地域を基盤とする地域密着

型の他組織とインテグレーション型の連携

を行っていくことは重要と考える（第６図）。
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